


















連関分析を行ったものとしては、Wu and Ito(2015）などがあり、本稿は RIETIにおいて Wu
らが作成したデータベースを使用している。また、産業構造と経済発展の関係を実証的に研
究した先行研究も、Chenery(1960)などを創始として多数ある。Chenery(1960)などの DPG分





















 i iVY  
より、 















          (1) 
となる。すなわち、GDPの成長率は、各部門の付加価値の成長率を各部門の付加価値シェア
でウェイト付けした平均である。 
 次に、各部門の付加価値は、産業連関モデルでは、付加価値係数×生産額（ iii xvV  ）で




















































    iiij jijii efmxamx   11  , 
行列表示では、 
            efMIBefMIAMIIefMIAxMIx  1    
により決定される。ただし、f=c+g+iは、国内最終需要（消費、政府支出、資本形成の和）、
e は輸出、M は輸入係数行列（輸入の国内需要(中間需要+国内最終需要)に対する比率 mi を
対角要素とする）、B はレオンチェフ逆行列を示す。 
生産額は、国内最終需要、輸出、輸入係数、投入係数の変化により決定される。すなわち、 
     
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である。付加価値額変化への貢献度は、 









      

























































         (4) 
となる。 
 
 通常行われている GDPの需要貢献度は、 











































v 1       
行列表示では 









レオンチェフ逆行列が第 2項  AI  と相殺され、 






















本稿の実証分析では、経済産業研究所（RIETI）の提供する CIP（China Industrial 











                            


















第 2表の付加価値成長率合計は 5年間の成長率を示している。1982-1987 年の期間の経済
成長率は 90.6%（年率 13.8%）、1987-1992年の期間は 31.5%（年率 5.6%）、1992-1997年の期




































製造業だけで、マクロ経済成長率の 68.3%を説明できる。  
 製造業の中では、組立型重工業と軽工業の貢献度が、各々26.2%､24.1%と大きく、素材型



























 1992-1997年の期間における 5年間でのマクロの付加価値成長率は 47.3%（年率 8.1%）で
あるが、それに対する製造業（軽工業、素材型重工業、組立型重工業の合計）の貢献度は
42.6%であり、製造業の成長が GDP成長率の 9割を説明する。 
製造業の内訳をみると、軽工業の貢献度が 17.6%と抜きんでている。次に組立型重工業










1997-2002年の期間における 5年間でのマクロの付加価値成長率は 39.0%（年率 6.8%）で
あるが、それに対する製造業（軽工業、素材型重工業、組立型重工業の合計）の貢献度は


















 2002-2007 年の期間における 5 年間でのマクロの付加価値成長率は 102.3%（年率 15.1%）
であるが、それに対する製造業（軽工業、素材型重工業、組立型重工業の合計）の貢献度は
56%であり、製造業の貢献が GDP成長率の 54.7%を説明する。製造業の相対的な貢献度が 





















































事件を含む期間であり、1992-1997 年の期間は 1992 年の鄧小平の南巡講話を受けて対外開
放が加速した時期である。また、1997-2002年はタイを震源地としたアジア通貨危機の影響






































































第 3-c表 中国の産業別貢献度とその要因 1992-1997年 
 
 
第 3-d表 中国の産業別貢献度とその要因 1997-2002年 
 
 
























































































































 中国の経済成長に対する各産業の貢献度についての第 3 節の分析からは、中国における
マクロの付加価値成長率への貢献度は、軽工業、素材型重工業、組立型重工業の合計からな
る製造業の貢献度が圧倒的に高いことが確認された。また、製造業の構成をみると、1982-

























本稿の分析は、RIETI の CIP データベースの産業連関表を基礎データとして用いたため、
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